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年金委員のみなさんが知っておくとためになる「年金委員知
し

っ為
ため

情報」。今回のテーマは「令和8年4月以降

の年金請求書の様式変更――どこが変わったか？」です。日本年金機構では、年金の受給資格を満たした方に

支給開始年齢になる3ヵ月前に事前送付用の年金請求書を送っていますが、令和8年4月以降に送付している年

金請求書（事前送付用）が、令和8年3月以前に送付されているものと大きく変わっています。どこが変わった

のでしょうか。変更のポイントを知っておきましょう。 

◆年金請求書の記入者が迷ったり、手続きの煩雑さを減らしたりするため大幅リニューアル 

日本年金機構から令和8年4月以降に送られ

てくる年金請求書（老齢給付事前送付用）では、

令和8年3月以前に送られてきた年金請求書と

比べ、記入者が記載内容を迷ったり、手続きの

煩雑さを減らしたりするため、大幅にリニュー

アルされています。主な変更のポイントは以下

の3点です。 

⑴ 繰下げ意思の確認欄が新設 

（別紙の提出が不要に） 

請求書の2ページ目に「受取開始時期の選択

（支給繰下げ申出書）」欄（右に掲載の様式）が

新設され、この欄を記入することで、従来必要

だった「老齢年金の受取方法確認書」や「支給

繰下げ申出書」といった別紙の添付が不要にな

りました。 

⑵ 請求書本体と「記載例」の冊子が別々に 

これまでの年金請求書（事前送付用）では、

見開きで「記入欄」と「記載例」が並んでペー

ジ配置されていましたが、新しい様式では別々

の冊子に分かれています。そのため、請求書自

体のページ数は減って薄くなり、どこに何を記

入すればよいのか、視覚的にわかりやすくなり

ました。 

⑶ 電子申請にスムーズに案内 

一定の条件を満たし、マイナポータル等から

電子申請が可能な方には、オンラインで年金請

求手続きを案内するリーフレットが同封され

ています。 
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令和 8 年 4 月以降の年金請求書の様式変更 
――どこが変わったか？ 

 
年 ⾦ 委 員 の 扉

●新しい年金請求書の記載例（2頁目） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本年金機構では、8月から「年金振込口座の公金受取口座登録に関する意向確認書（以下、「意向確認書」

と略します。）」という書類を年金受給者のみなさんに送っています。これって、いったいどういう書類なんで

しょう。今回のテーマは「『年金振込口座の公金受取口座登録に関する意向確認書』が送られてきたら…」で

す。ご近所で年金をお受け取りになっている方に「意向確認書」が送られてきたら、どうしたらいいのか、お

しえてあげましょう。 

◆年金振込口座を公金受取口座として登録するかどうかを確認 

公金受取口座とは、国や自治体から支払われる給付金や還付金などを受け取るために、マイナンバー（個

人番号）とともに、国（デジタル庁）に登録しておく金融機関等の口座のことです。これにより、給付金等を

受け取る際に毎回申請書に口座情報を書いたり、通帳のコピーを提出したりする手間を省くことができます。 

日本年金機構では、公金受取口座登録法が改正されたことにより、年金振込口座の情報を厚生労働省から

デジタル庁に提供し、公金受取口座として登録することが可能となったことから、年金を受給している方へ、

年金振込口座を公金受取口座として登録することについて同意するか、どうかを確認するため、「意向確認書」

を簡易書留で8月から送っています。 
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「年金振込口座の公金受取口座登録に関する意向確認書」 
が送られてきたら… 

 
年 ⾦ 委 員 の 扉

●年金振込口座の公金受取口座登録に関する意向確認書 ●意向確認書同封封筒 



 

 

 

 

「意向確認書」が送られてくるのは、令和8年4月15日時点で65歳以上（昭和36年4月16日以前生まれ）の年

金を受給している方です。また、送られてくる時期は、生年月日により、以下の通りとなります。 

生年月日 送付時期 

昭和36年4月から昭和30年10月まで 令和8年8月頃 

昭和30年9月から昭和25年3月まで 令和8年9月頃 

昭和25年2月から昭和21年7月まで 令和8年10月頃 

昭和21年6月から昭和16年3月まで 令和8年11月頃 

昭和16年2月から昭和13年2月まで 令和8年12月頃 

昭和13年1月から昭和6年4月まで 令和9年1月頃 

昭和6年3月以前 令和9年2月頃 

◆公金受取口座として登録を希望する場合は手続き不要

「意向確認書」が送られてきたら、内容を確認のうえ、記載された年金振込口座について、公金受取口座へ

の登録を希望するか、どうかで、次のような手続きとなります。

⑴ 公金受取口座への登録を希望する場合（同意の場合）

手続きは不要です。日本年金機構が記載された年金振込口座に関する情報（金融機関・支店名・預貯金

種別・口座番号・口座名義人氏名）および氏名や個人番号等の情報を、デジタル庁に提供（連絡）します。そ

の場合は、後日、デジタル庁から、公金受取口座の登録結果通知が届くので、内容を確認してください。 

⑵ 公金受取口座への登録を希望しない場合（不同意の場合）

「意向確認書」の下部にある「公金受取口座登録不同意申出書」を切り離し、同封の目隠しシールの貼付お

よび裏面の差出人欄に記入のうえ、「意向確認書」に記載された返送期限までに、日本年金機構に返送してく

ださい。

なお、意向確認書を受け取ってから45日以内に、日本年金機構に「公金受取口座登録不同意申出書」が返

送されない場合、日本年金機構では、年金振込口座を公金受取口座として登録することに「同意」したもの

として取り扱うことにしています。また、不在等により意向確認書を受け取れなかった場合は、意向確認が

行えなかったものとして、この場合、年金振込口座は公金受取口座として登録されません。「公金受取口座登

録不同意申出書」を紛失等した場合は再発行できませんが、任意の様式で申出可能な場合がありますので、

『意向確認書照会専用フリーダイヤル』（0120-74-0011）に相談してください。 

【問い合わせ先】 

① 確認書や公金受取口座登録不同意申出書の提出状況などに関する問い合わせ

⇒「意向確認書照会専用フリーダイヤル」0120-74-0011

フリーダイヤルがご利用できない場合は050-3524-7372

② 公金受取口座登録制度などマイナンバー制度に関する全般的な問い合わせ

⇒『マイナンバー総合フリーダイヤル』0120-95-0178（音声ガイダンス：6番）

フリーダイヤルが利用できない場合は050-3816-9405

③ 年金振込口座の公金受取口座登録に関するデジタル庁特設ページ

⇒デジタル庁特設ページ（https://www.digital.go.jp/policies/account_registration/pension）（外部リンク）
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